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ネット選挙運動の「効果」は変化したか？
―2013年参院選と2016年参議院の定量的比較分析
小笠原　盛　浩
Have the “effects” of online election campaigns changed?:  
Comparing the 2013 and 2016  
Upper House Election in Japan
Morihiro OGASAHARA
Abstract
 This study focused on the relationships between online election campaigns in Japan and their “effects”; 
（1） increase of voting behavior, （2） attitude change for important election issues, and （3） change of 
political party support. Quantitative analysis was conducted with datasets of surveys conducted in 2013 
and 2016 Upper House Election. The findings were that the coefficients between exposure to online 
election campaigns and voting behavior were positively significant and that change of political party 
support was also positively significant; the significance was more evident from 2013 to 2016. Meanwhile, 
coefficient between exposure to online election campaigns and attitude change for important election 
issues were not significant neither in 2013 nor in 2016.
Keywords: online election campaign, social media, quantitative analysis
抄 録
　本稿ではネット選挙運動に期待されていた「効果」が2013年と2016年の参院選でどのように変化したか、
オンラインパネル調査データを用いて定量的分析を行った。ネット選挙運動への接触と（ 1 ）投票行動、
（ 2 ）選挙の重要争点の変化、（ 3 ）政党支持の変化、の 3 つの変数との関連を分析した結果、ネット選挙
運動接触と投票行動・政党支持変化との間には正の関連があり、2013年よりも2016年に同関連が明確にな
っていること、一方で重要争点変化との間には2013年・2016年ともに関連が見られないことを見出した。
キーワード：ネット選挙、ソーシャルメディア、定量的分析
1 ．はじめに
　日本ではネット選挙運動1）の効果が概して低く評価されている。2002年末には日本のイ
 1）  一般に「ネット選挙」と呼ばれることが多いが、「ネット選挙」の用語は「インターネット上で投票が可能になる
関西大学『社会学部紀要』第49巻第 2 号
― 106 ―
ンターネット人口普及率は54.5％に達したが（総務省，2003）、政党や候補者が選挙期間中
にインターネット上で選挙関連の情報発信を行うネット選挙運動は、公職選挙法上の「文
書図画の配布」（第142条）に該当し違法であると解釈されていた。同解釈は2013年 4 月の
公職選挙法改正によって改められ、メールの情報発信が禁止されるなどの制約はあるもの
のネット選挙運動は原則として合法となった。ネット選挙運動の解禁に伴って有権者の政
治への関心が高まり、投票率が上昇する等の期待をマスメディアはさまざまに報じ、直後
に実施された2013年 7 月の参議院議員選挙では各政党がネット選挙運動を展開した。しか
しながらネット選挙運動に接触した有権者の比率は10.2％と低かったため（明るい選挙推
進協会，2014）、ネット選挙運動への期待は一気に低落した。その後の2014年および2017年
の衆議院議員選挙、2016年参議院議員選挙でもネット選挙運動に接触する有権者の比率は
低水準にとどまり、多くの政党や候補者は、ネット選挙運動が票にならないと考えて取り
組みには消極的である（日本経済新聞，2017）。
　米国など多くの国ではネット選挙運動に対する評価は大きく異なる。米国では2008年と
2012年の大統領選挙で、オバマ候補が SNS を駆使して有権者を動員する選挙運動を展開し
勝利を収めた。2016年の大統領選挙でも、主流マスメディアは揃ってトランプ候補に批判
的な報道を行っていたにも関わらず、同候補は支持者に向けて Twitter で活発にメッセー
ジを投稿し続けて勝利した。米国の選挙コンサルタント等はインターネットを選挙運動の
主要ツールの 1 つと位置づけている2）。
　韓国では、2002年大統領選挙で当初泡沫候補と見られていた廬武鉉候補が若年層のオン
ラインコミュニティ（ノサモ）の支持を受けて当選し、「インターネットが生んだ大統領」
と呼ばれた（玄，2011）。2012年大統領選挙では逆にシニア層がメッセンジャーアプリのカ
カオトークを通じて動員されたことが、朴槿恵候補の当選に貢献した（高，2013: 李，2013）。
朴槿恵大統領が2017年に罷免に追い込まれたのも、インターネットで動員された大規模な
“ろうそくデモ”の圧力が背景にある。
　台湾では2014年の台北市長選挙で無所属の柯文哲がインターネットで動員された社会運
動に支えられ、長く続いた国民党支配を打ち破った。2016年総統選挙では国民党と民進党
それぞれが Facebook 上などでネット選挙運動を活発に展開し、蔡英文候補をスマートフ
ォン用ゲームアプリ「艦隊コレクション」のキャラクター「霧島」になぞらえて成功した
こと」との誤解を招く可能性があるため（西田 2013など）、本稿では「ネット選挙運動」と記載する。
 2）  米国の選挙運動関連の技術カンファレンス Campaign Tech の議題（http://campaigntecheast.com/agenda/）か
らも、米国でネット選挙運動がいかに重視されているかを知ることができる。
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キャンペーンは、無名のネティズンによるアイディアであった（Chen, 2017）。これらの国
ではインターネット上の情報発信が選挙に効果があることは当然のことと認識され、政党
や候補者はネット選挙運動に積極的に取り組んでいる。
　日本では、ネット選挙運動は票にならないという認識が2017年現在も続いているのはな
ぜだろうか。日本のネット選挙運動の効果は2013年から変化していないのだろうか。本稿
ではネット選挙運動に接触した有権者への効果の観点から、2013年および2016年の参議院
議員選挙時に実施した調査データを定量的に比較分析し、日本におけるネット選挙運動の
動向と課題を考察する。
2 ．先行研究とリサーチクエスチョン
2.1　ネット選挙運動の効果に対する解禁前の期待
　日本のネット選挙運動の効果については、解禁前から様々な期待が抱かれていた。1997
年には超党派の国会議員からなる「インターネット政治研究会」が発足し、 1 ）政治家個
人の政策を直接伝えることができることによって、政治・選挙が政策中心になる、 2 ）チ
ラシ広告などよりも安いため、金のかからない政治が可能になる、 3 ）在外邦人などへの
情報発信ができ政治参加が促進される、の 3 点をネット選挙運動のメリットとして挙げた
（Internet Watch, 1997）。2002年には総務省の「IT 時代の選挙運動に関する研究会」によ
ってネット選挙運動のあり方が検討され、ネット選挙運動の効果として①候補者情報の充
実、②政治参加の促進、③有権者と候補者との直接対話の実現、④金のかからない選挙の
実現、が指摘された（総務省，2002）。国立国会図書館は2006年にネット選挙運動に関する
議論を整理し、（ 1 ）マルチメディア、速報性、（ 2 ）安価である、（ 3 ）多様な情報を発信
できる、（ 4 ）直接的に情報発信できる、がネット選挙運動の利点であるとした（国立国会
図書館，2006）。2000年代初頭、選挙解禁に最も積極的であった民主党は、「インターネッ
ト選挙活動調査会」の中間報告の中で、ネット選挙運動を解禁する目的を（ 1 ）有権者の
選挙に対する関心を高める、（ 2 ）政策本位の選挙を実現する、（ 3 ）候補者と有権者との
対話を促進する、（ 4 ）カネのかからない選挙を実現する、（ 5 ）在外邦人、障がい者への
対応、であると記している（民主党，2006）。なお、ここで言う「情報発信」とは、主に政
策に関する情報発信を意味している。
　以上のネット選挙運動解禁前の議論をまとめると、ネット選挙運動の効果として、政党・
候補者が詳しく分かりやすい政策情報を発信し、有権者と双方向のコミュニケーションを
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行うことで、有権者の政治関心が高まり投票率が向上することが期待されていた。もっと
も、前嶋（2011）は日本でも選挙の「アメリカ化」が着実に進行し、ネット選挙運動が定
着する土壌が形成されつつあると見つつも、日本ではインターネット上の選挙情報に接触
する有権者数が少ないため、有権者が積極的に意識政治に関わろうとする意識を持つこと
が重要と指摘していた。
2.2　解禁後のネット選挙運動の効果への失望
　2013年にようやくネット選挙運動が解禁されると、同年の参院選におけるネット選挙運
動の効果への期待は、マスメディアの報道などを通じて大いに高まった。2013年参院選直
前に実施された朝日新聞インターネットモニター調査では、ネット選挙の解禁で「投票に
行きたくなる」人は36％、ネット上で得た情報で投票先を決めたり変更したりする可能性
があるという回答は52％に達した（朝日新聞，2013）。一方で、加熱するネット選挙運動へ
の期待に対して、政党・候補者ともにツイッターなどのツールを使いこなしておらず、若
年層の人口構成比や投票率を勘案するとネット選挙解禁が一気に政治を変えることは難し
いとの主張もみられた（西田，2013a）。
　ネット選挙運動への期待に反して、2013年参院選で政党・候補者が実際にインターネッ
ト上で発信した情報は街頭演説の告知程度であり、政策に関する詳しい情報発信や有権者
との双方向のやり取りはほとんど見られなかった。一方的な「宣伝手段」のネット選挙運
動情報に接触した有権者は前述のとおり 1 割程度にとどまり、投票率は戦後 3 番目に低い
52.61％を示した。これらの結果をうけて、読売新聞はネット選挙運動を「空振り」と報じ
（読売新聞，2013）、西田（2013b）は「ネット選挙バブルは終焉を迎えた」と評した。そ
れ以降も状況に大きな変化は見られず、2017年衆院選においてもネット選挙運動は「票に
ならない」と政党・候補者に認識されている。
2.3　ネット選挙運動の効果に関する実証研究
　前述のとおり投票率やネット選挙運動への接触率は低迷が続いているが、少数とはいえ
ネット選挙運動に接触した有権者には期待された効果が生じていた可能性もある。接触率
が低いことを理由にネット選挙運動を失敗と結論づけるのはいささか尚早である。ただし
日本でネット選挙運動に接触した有権者への効果を実証的に分析した研究は多くない。小
笠原（2014）は2013年参院選時に実施した 2 波のオンラインパネル調査結果をもとに、選
挙関心、投票行動、重視争点数、政党支持態度の変化の点からネット選挙運動の効果を分
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析した。ネット選挙運動情報の接触と政治関心（10％水準）、重視争点数（ 5 ％水準）、政
党支持態度の有無（ 5 ％水準）との間に、統計的に有意ないし有意傾向の関連があり、ネ
ット選挙運動への接触が有権者の態度や認知に効果を有する可能性が示唆された。
KobayashiとIchifuji（2015）は2013年参院選で被験者に日本維新の会の橋下徹共同代表（当
時）のツイッターアカウントをフォローさせるフィールド実験を行った。橋下のツイート
を読んだ被験者は橋下への感情を改善させたが、投票率や争点関連知識の上昇は認められ
ず、Kobayashi らは政治家のツイートを読む効果は、せいぜい単純接触効果によって政治
家への好感度が上がる程度であると結論づけた。また、Kobayashi（2017）は2013年参院選
直後に実施された無作為抽出調査のデータを傾向スコアマッチングによって分析し、選挙
期間中にソーシャルメディアで政治的コミュニケーションを行った回答者は政治的自己効
力感が高まり、投票率も高くなる傾向があると指摘している。実証的研究の結果は必ずし
も一貫していないが、2013年参院選時にソーシャルメディア上でネット選挙運動を含む政
治的コミュニケーションを行うことは、有権者の選挙への参加にポジティブな効果をもた
らしていた可能性がある。
　これらの実証研究はいずれも2013年参院選時の調査・実験データを用いてネット選挙運
動の効果を検証したものである。ただしスマートフォンや LINE、Instagram の急速な普及
に見られるように、人々のインターネットの利用環境はここ数年で急速に変化している。
それに伴い、ネット選挙運動の有権者への効果も変化していることも十分考えられる。し
かしながら2013年以降の国政選挙についてネット選挙運動の効果を実証的に分析した研究
は、管見の限りほとんどない。そこで本稿では、筆者が調査メンバーの一人として参加し
た2013年参院選3）および2016年参院選の調査データを用いて、ネット選挙運動の効果の経
時的な変化を分析する。
　2.1節で述べた通り、ネット選挙運動の解禁前に期待されていた有権者への主な効果は、
（ 1 ）有権者の選挙への関心が高まり投票率が上がること、（ 2 ）政党・候補者からさまざ
まな情報発信が行われ政策本位の選挙になること、であり、世論調査ではネット選挙運動
への接触が投票先政党を変えることが予想されていた。小笠原（2014）のネット選挙運動
の効果分析もそれらの議論を下敷きにしている。本稿では、ネット選挙運動に事前に期待
されていた効果の経時的変化を調べるため、以下の 3 つのリサーチクエスチョンを操作的
 3）  東京大学橋元研究室と電通パブリックリレーションズは共同で2014年衆院選の調査も実施しているが（橋元ら，
2015）、同調査は準備期間・予算が乏しく設問数や質問内容が2013年・2016年参院選調査のものと大きく異なるた
め比較は困難と判断し、本稿の分析では使用していない。
関西大学『社会学部紀要』第49巻第 2 号
― 110 ―
に設定した。
2013年から2016年にかけて、
RQ 1 ：有権者のネット選挙運動接触と投票行動との関連は、どのように変化したか。
RQ 2 ： 有権者のネット選挙運動接触と選挙における重要争点変化との関連は、どのように
変化したか。
RQ 3 ：有権者のネット選挙運動接触と政党支持変化との関連は、どのように変化したか。
3 ．方法
　本研究で分析対象とするのは筆者がメンバーの 1 人として参加した、東京大学橋元研究
室と電通パブリックリレーションズによる2013年参院選調査（以後「2013年調査」と呼ぶ）
ならびに筆者が電気通信事業財団の助成を受けて実施した2016年参院選調査（以後「2016
年調査」と呼ぶ）研究代表者としてのデータである。以下で各調査の実施概要と分析で使
用する変数について説明する。
3.1　調査概要
　2013年調査および2016年調査のサンプルの概要は表 1 のとおりである。2013年調査では
インターネット調査会社 A のモニターで首都圏（ 1 都 6 県）に在住の20～59 歳の男女を
対象に、同一の回答者に参議院議員選挙の公示直前と投票終了直後の 2 回回答させるオン
ラインパネル調査を行った。第 1 波調査では、参議院議員選挙の公示前（2013年 6 月29日
（土）～30日（日））に実施し3,180名に調査協力依頼を行い、2,691サンプルを回収した。
第 2 波調査では第 1 波調査と同じ対象者3,180名に調査協力依頼を行い、参議院議員選挙の
投票終了直後（2013年 7 月21日（日）20時～22日（月））に実施し2,339サンプルを回収し
た。第 1 波調査・第 2 波調査両方に回答したのは1,523サンプルであった4）。本稿ではここ
から2013年調査の目的であるネット選挙運動関連の設問に無回答の39サンプルを除く、
1,484サンプルのデータを分析した。
 4）  2013年調査で第 2 波調査回収数より有効回答数が少ないのは、前者には調査システムの設定エラーがあり有効回
答から除外した565サンプルを含むためである。エラー分を除くと第 1 波調査の回答者数は2,126サンプルであり、
第 1 波調査のみ回答して第 2 波調査に回答しなかったサンプル（2,126－1,523＝603サンプル）の脱落率は28.4％
である。また、第 2 波調査の回収数が2016年調査と比較して多めなのは、第 2 波調査への調査協力依頼を第 1 波
調査の（回答者ではなく）調査協力依頼者に行ったためである。
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　2016年調査の調査対象はインターネット調査会社 B のモニターで全国18～69歳の男女に
対して、同一の回答者に参議院議員選挙の公示直前と投票終了直後の 2 回回答させるオン
ラインパネル調査を行った。第 1 波調査は、参議院議員選挙の公示前（2016年 6 月20日
（月）～21日（火））に実施し18～19歳、および20歳以上では10歳刻み、男女の12セルで同
数となるようにサンプルを割り当て、2,890サンプルを回収した。第 2 波調査は事前調査に
回答した人のみを対象に、参議院議員選挙の投票終了直後（2016年 7 月10日（日）～12日
（火））に実施し、1,791サンプルを回収した。第 1 波調査・第 2 波調査両方に回答した最終
的な有効回答数は1,791サンプルであった5）。さらに本稿では、2013年調査と比較するため
18～19歳および60～19歳のサンプル、ならびに主な従属変数で回答に矛盾が見られたサン
プルを除く、1,181サンプルのデータを分析した。
表 1　2013年・2016年調査サンプルの概要
n 男性 女性 20代 30代 40代 50代
2013年
1484 821
（55.3％）
663
（44.7％）
268
（18.1％）
402
（27.1％）
428
（28.8％）
386
（26.0％）
2016年
1181 591
（50.0％）
590
（50.0％）
289
（24.5％）
298
（25.2％）
296
（25.1％）
298
（25.2％）
※（　）内は n に対する比率
3.2　変数
　投票行動
　2013・2016年調査の第 2 波調査で投票行動の有無をたずね、回答は投票あり＝ 1 、投票
なし＝ 0 とコーディングした。
　重要争点の変化
　2013年・2016年調査の第 1 波・第 2 波調査では、争点群6）から投票の際に重要と考える
争点をすべて選択させ、次に最も重要と考える争点を 1 つだけ選択させた。
　重要争点の全体的な変化の変数として、第 1 波調査と第 2 波調査で選択された争点の類
似度を Jaccard 係数で算出した（「重要争点類似度」と呼ぶ）。重要争点類似度が「小さい」
 5）  2016年調査では第 1 波調査のみ回答して第 2 波調査に回答しなかったサンプル（2,890－1,791＝1,099サンプル）
の脱落率は38.0％である。
 6） 「景気」「憲法改正」「原子力発電所再稼働」など、選挙当時社会的に関心が高かったと考えられる争点を並べたも
の。争点群の項目は、全国紙の世論調査を参考に作成された。2013年では16項目、2016年調査では13項目の争点
群から重要争点を選択させた。
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ほど、選挙の公示前から投票日以降までの重要争点の変化が「大きい」と解釈できる。次
に、最も重要な争点の変化の有無の変数（「最重要争点変化」と呼ぶ）として、第 1 波調査
と第 2 波調査の間で変化した場合は 1 、変化がなかった場合は 0 とコーディングした。
　政党支持の変化
　2013年・2016年調査の、第 1 波・第 2 波調査では、選挙に候補者を立てた全政党の支持
度合いについて「支持している」「やや支持している」「どちらでもない」「あまり支持して
いない」「支持していない」の 5 件法で評定させた（2016年調査では選択肢に「政党名を知
らない」を追加した）。さらに最も支持している政党を 1 つだけ選択させた。回答結果は
「支持している」「やや支持している」を支持＝ 1 、それ以外の回答を不支持＝ 0 と再コー
ディングした。
　政党支持の全体的な変化の変数として、2013年・2016年双方の選挙に候補者を立てた 6
政党（自民党・民進党・公明党・共産党・日本維新の会・社民党）に対する第 1 波・第 2
波調査の支持・不支持の類似度をJaccard係数で算出した（「政党支持類似度」と呼ぶ）。重
要争点の場合と同様に、政党支持類似度が小さいほど政党支持態度の変化が大きいと解釈
できる。次に、最も支持している政党の変化の有無の変数（「最支持政党変化」と呼ぶ）と
して、第 1 波調査と第 2 波調査の間で変化した場合は 1 、変化がなかった場合は 0 とコー
ディングした。
　ネット選挙運動接触頻度
　ネット選挙運動はウェブサイトやメール、ソーシャルメディアなど複数の情報源を通じ
て展開されるため、ネット選挙運動接触頻度も複数の項目に分けて測定した。ただし2013
年調査と2016年調査では項目の分類がやや異なる。
　2013年調査では、政党や候補者が「ウェブサイトで発信した情報」「ネット動画で発信し
た情報」、政党や候補者からの「メール」「ネット広告」、ソーシャルメディアで「投票した
政党が発信した情報」「投票しなかった政党が発信した情報」「投票した候補者が発信した
情報」「投票しなかった候補者が発信した情報」それぞれについて、接触頻度を「ほぼ毎
日」「週に数回」「選挙期間中に数回」「選挙期間中に 1 回」「まったく見ていない」の 5 件
法で評定させた。2016年調査では、選挙期間中および選挙当日に政党・候補者の「ウェブ
サイト（ブログを含む）」「ソーシャルメディア」「メール・メールマガジン」「ネット広告」
「ネット動画」それぞれについて、接触頻度をそれぞれ「ほぼ毎日」～「まったく見ていな
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い」の 5 件法で評定させた。これらの情報源別の回答のうち、最も接触頻度が高いものを
ネット選挙運動全般の接触頻度とみなし、回答を選挙期間中の接触回数に換算した。
　その他の選挙関連情報接触頻度
　ネット選挙運動以外の選挙関連の情報源として、テレビ、新聞、インターネットのポー
タルサイト・ニュースサイト、家族・友人との会話の接触頻度をたずねた。2016年調査で
は選挙期間中の上記各情報源への接触頻度を「ほぼ毎日」～「まったく見ていない」の 5
件法で評定させた。
　2013年選挙では情報源の分類がより細分化されており、テレビは「テレビのニュース番
組」「テレビの政見放送」「テレビの政治討論番組」「テレビのワイドショー・バラエティ番
組」、新聞は「新聞の政治面」「新聞の社会面」「新聞の社説・コラム」、インターネット上
のニュースサイトは「テレビ局（NHK）」「テレビ局（民放）」「新聞社」がポータルサイト
を含むウェブサイトで発信している選挙関連情報、会話は「家族との会話」「友人との会
話」、の項目に分け、それぞれ接触頻度を「ほぼ毎日」～「まったく見ていない」の 5 件法
で評定させた。2013年調査の情報源の項目を2016年の項目と比較可能にするため、テレビ、
新聞、ニュースサイト、会話は、それぞれ細分化された項目の中で最も接触頻度が高い項
目の回答をテレビ、新聞、ニュースサイト、会話全般の接触頻度と見なした。これらの回
答は、ネット選挙運動接触頻度と同様に選挙期間中の接触回数に換算した。
　政治関心
　選挙関連のメディア利用行動に大きな影響があると予想される政治関心について、「政治
問題に関心がある」に対する「そう思う」「ややそう思う」「どちらともいえない」「あまり
そう思わない」「そう思わない」の 5 件法で評定させた。
　その他の独立変数
　性別、年齢を統制変数として使用した。
4 ．結果
　選挙関連情報源への接触率を表 2 に記載した。2013年調査と2016年調査はどちらも代表
性のあるサンプルとは言えず、数値を単純に比較できないが、2013年・2016年ともにネッ
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ト選挙運動への接触率はテレビ・新聞や会話の接触率より低い。2013年調査のネット選挙
運動接触率が明るい選挙推進協会調査（明るい選挙推進協会，2014）の接触率10.2％と比
べて 2 倍以上となっているのは、本稿のサンプルがインターネット調査会社のモニターで
あることが影響していると考えられる。
表 2　選挙関連情報源接触率
2013年 2016年
テレビ 80.7％ 82.5％
新聞 50.4％ 49.3％
ニュースサイト 21.2％ 30.5％
会話 54.4％ 32.7％
ネット選挙運動 24.9％ 19.7％
n 1484 1181
　投票行動を予測したロジスティック回帰分析の結果が表 3 である。投票行動と統計的に
有意に関連がある変数は、2013年調査では年齢、政治関心、新聞接触、会話接触、2016年
調査では政治関心、新聞接触、ネット選挙運動接触である。ネット選挙運動接触は2013年
調査では10％水準で有意傾向、2016年調査では 5 ％水準で、投票行動と有意な正の関連が
ある。
表 3　投票行動を予測するロジスティック回帰分析
2013年 2016年
B SE B SE
性別 -0.241† 0.131  0.239† 0.145
年齢  0.015* 0.006  0.010 0.007
政治関心  0.505*** 0.063  0.453*** 0.065
テレビ  0.012 0.010  0.013 0.010
新聞  0.042** 0.013  0.046*** 0.013
ニュースサイト  0.058 0.055  0.010 0.017
会話  0.186*** 0.041  0.054 0.036
ネット選挙運動  0.064† 0.034  0.098* 0.048
定数 -1.605*** 0.364 -1.511*** 0.309
n  1469  1178
Nagelkerke R 2  0.248  0.186
†：p<0.1,  *：p<0.05,  **：p<0.01,  ***：p<0.001
　重要争点類似度を予測する重回帰分析、最も重要な争点の変化を予測するロジスティッ
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ク回帰分析の結果はそれぞれ表 4 、表 5 である。2013年調査では年齢が高いほど、政治関
心が高いほど、テレビ接触が多いほど、2014年調査では年齢が高いほど、政治関心が高い
ほど、重要争点類似度が有意に低くなっている（重要争点の全体的な変化が大きくなって
いると解釈できる）。
表 4　重要争点類似度を予測する重回帰分析
2013年 2016年
B SE B SE
性別 -0.001 0.009  0.012 0.011
年齢 -0.001** 0.000 -0.001* 0.000
政治関心 -0.033*** 0.004 -0.030*** 0.005
テレビ -0.002** 0.001  0.000 0.001
新聞  0.000 0.001  0.000 0.001
ニュースサイト -0.002 0.002 -0.001 0.001
会話 -0.002 0.001 -0.003 0.002
ネット選挙運動 -0.002 0.001  0.000 0.002
定数  0.998 0.025  0.919 0.023
n  1484  1181
調整済 R 2  0.098  0.045
*：p<0.05,  **：p<0.01,  ***：p<0.001
　最重要争点については、2013年調査では年齢が高くなるほど、2016年調査では政治関心
が低くなるほど、有意に変化している。ネット選挙運動への接触は、重要争点の全体的な
変化、最も重要な争点の変化のいずれとも2013年調査・2016年調査ともに有意な関連は見
られない。
表 5　最重要争点変化を予測するロジスティック回帰分析
2013年 2016年
B SE B SE
性別  0.197† 0.109 -0.260* 0.123
年齢  0.012* 0.005  0.005 0.006
政治関心 -0.004 0.063 -0.147* 0.057
テレビ  0.001 0.008  0.004 0.009
新聞 -0.015† 0.009  0.005 0.009
ニュースサイト  0.010 0.024  0.007 0.012
会話 -0.009 0.017  0.002 0.021
ネット選挙運動  0.013 0.017 -0.004 0.023
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定数 -0.728* 0.308  0.445 0.271
n  1484  1181
Nagelkerke R 2  0.011  0.017
†：p<0.1,  *：p<0.05
　政党支持類似度を予測する重回帰分析、最も支持する政党の変化を予測するロジスティ
ック回帰分析の結果はそれぞれ表 6 、表 7 である。2013年調査では年齢が低いほど、政治
関心が高いほど、新聞・ニュースサイトへの接触が多いほど、2014年調査では年齢が高い
ほど、ネット選挙運動への接触が多いほど、政党支持類似度が有意に低くなっている（政
党支持の全体的な変化が大きくなっていると解釈できる）。
表 6　政党支持類似度を予測する重回帰分析
2013年 2016年
B SE B SE
性別 -0.002 0.008  0.010 0.008
年齢  0.001* 0.000  0.000 0.000
政治関心 -0.009* 0.004 -0.011** 0.004
テレビ -0.001 0.001  0.000 0.001
新聞 -0.001* 0.001  0.001 0.001
ニュースサイト -0.005** 0.002  0.001 0.001
会話 -0.001 0.001  0.000 0.001
ネット選挙運動  0.000 0.001 -0.006*** 0.001
（定数）  0.932*** 0.023  0.958 0.002
n  1484  1181
調整済 R 2  0.026  0.018
*：p<0.05,  **：p<0.01,  ***：p<0.001
表 7　最支持政党変化を予測するロジスティック回帰分析
2013年 2016年
B SE B SE
性別  0.134† 0.109 -0.231† 0.139
年齢 -0.003 0.005  0.007 0.006
政治関心  0.091 0.063  0.042 0.064
テレビ  0.011 0.008  0.007 0.010
新聞  0.016 0.009 -0.026* 0.011
ニュースサイト  0.041 0.024 -0.001 0.015
会話  0.014 0.017 -0.012 0.024
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ネット選挙運動 -0.045* 0.017  0.041 0.025
定数 -1.569*** 0.308 -1.262*** 0.305
n  1484  1181
Nagelkerke R 2  0.020  0.015
†：p<0.1,  *：p<0.05,  ***：p<0.001
　最も支持する政党については、2013年調査ではネット選挙運動への接触が少ないほど、
2016年調査では新聞への接触が少ないほど、有意に変化している。ネット選挙運動への接
触は、政党支持への全体的な変化には2016年調査で、最も支持する政党の変化には2013年
調査で、それぞれ正と負の有意な関連が見られる。なお、表 7 のネット選挙運動接触の
p＝0.100であり、10％水準の有意傾向に近い正の関連があると解釈できる。
5 ．考察
　本稿ではネット選挙運動に接触した有権者への効果が、2013年参院選から2016年参院選
にかけてどのように変化したか、2013・2016年に実施された 2 つのオンラインパネル調査
結果を用いて定量的に分析した。有権者のネット選挙運動接触と投票行動との間には
（RQ 1 ）、2013年は有意傾向の正の関連があったものが2016年では有意な正の関連があり、
同関連は2013年から2016年にかけてより明確になっていた。一方、選挙の重要争点の変化
との間には（RQ 2 ）、重要争点の全体的な変化、最も重要な争点の変化のいずれに対して
も、ネット選挙運動接触は2013年調査・2016年調査ともに有意な関連はなかった。政党支
持の変化との間には（RQ 3 ）、全体的な政党支持の変化に対しては2013年調査では無関連
だったが2016年調査では有意な正の関連があった。最も支持する政党の変化との間では、
2013年調査にあった有意な負の関連が2016年調査では消え、逆に、有意傾向程度だが正の
関連がみられた。2013年から2016年にかけてネット選挙運動への接触と政党支持の変化の
間の正の関連が、より明確になっている。
　以上の結果から、有権者がネット選挙運動に接触することと投票行動・政党支持変化の
間にはおおむね正の関連が認められ、同関連は2013年から2016年にかけてより明確になっ
ている可能性が示唆される。本稿の分析では因果関係を検証することはできないため、有
権者がネット選挙運動に接触したことが原因で投票率が高まった、あるいは政党支持を考
え直すきっかけになったのか、あるいは投票の動機が強く政党支持を変えやすい人がネッ
ト選挙運動に接触していたのかは判別できない。ただ後者であったとしても、そのような
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オリエンテーション欲求（McCombs and Weaver, 1973）が高い有権者層に政党・候補者
がネット選挙運動を通じてアプローチすることで、彼らの票を獲得することが可能である
と解釈でき、その面ではネット選挙運動の動向は明るいとも言える。
　分析結果がネット選挙運動に接触した有権者が票に結びつく可能性を示唆しているにも
関わらず、ネット選挙が票にならないという認識が続いているのは、日本でネット選挙運
動への接触率が低すぎること、ネット選挙運動情報がソーシャルメディア上で拡散しない
ことが大きな障害になっていると考えられる。Ogasahara（2017）はネット選挙運動を取り
巻くメディア環境を比較分析した結果、日本の有権者は選挙に対する関心が低く、Facebook
をはじめとするソーシャルメディアの普及率も低く、ソーシャルメディア上でニュースに
コメントしたりシェアしたりすることに消極的であるため、日本のメディア環境は米国・
韓国・台湾と比べてネット選挙運動に不向きであると指摘している7）。対照的に米国では、
2016年米国大統領選挙で米国の成人の20％がネット選挙運動に接触し、44％がソーシャル
メディアから選挙関連ニュースを得ていた。さらに28％はソーシャルメディア上の情報が
最も役に立つと回答している（Pew Research Center, 2016）。Twitter を駆使したトラン
プ候補の選挙戦術が奏功したのも、多数の支持者が彼のアカウントをフォローし、彼のツ
イートをソーシャルメディア上の他の支持者と共有し拡散したためであった。日本の有権
者のソーシャルメディア・コミュニケーションの消極性がネット選挙運動の足かせになっ
ているとすれば、日本のネット選挙運動状況が変化するにはやや時間がかかりそうである。
　政党・候補者側の課題も大きい。本研究の分析によればネット選挙運動への接触と投票
行動および政党支持変化の間の正の関連が2013年から2016年にかけて明確になりつつある
一方、重要争点の変化との間には2013年、2016年いずれも関連がなかった。その理由とし
て、2.2節で述べたように日本のネット選挙運動の大半が街頭演説の告知などの宣伝手段に
すぎず、選挙の争点や政策の情報発信が乏しい点が考えられる。選挙の争点に関心を持つ
有権者にとって、争点や政策について政党・候補者が直接発信する情報がなければ、ネッ
ト選挙運動に接触するメリットがないことになる。
　本稿の分析にはいくつかの限界がある。2013年・2016年調査のデータはともにインター
ネットモニターという代表性に乏しいサンプルから取得したものであるため、本稿の知見
の一般化は慎重に行う必要がある。さらに2013年調査と2016年調査ではインターネットモ
ニターの属性、設問文や選択肢が異なるため、2013年調査の選挙関連情報源接触率は複数
 7）  Kiyohara （2017）も同様の指摘をしている。
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のカテゴリーを統合して2016年の項目に揃えた。それらの“みなし”接触頻度は2016年調
査で測定された接触頻度と正確には同じものではない点にも留意するべきである。これら
の限界はあるものの、ネット選挙運動に接触した有権者への効果を2013年と2016年で比較
分析したことは、ネット選挙運動の動向と課題を考察する上で、一定の意義があるだろう。
今後のネット選挙運動の分析では、重要争点との関連で考察したように、接触頻度だけで
はなく、ネット選挙運動の内容にも踏み込んだ分析が求められる。
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